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第 34 回 地質調査総合センターシンポジウム
「防災・減災に向けた産総研の地震・津波・火山研究
－東日本大震災から 10 年の成果と今後－」講演要旨集

第 34 回地質調査総合センターシンポジウム事務局 1, ＊

Secretariat of the 34th GSJ Symposium (2023) Abstracts of the 34th GSJ symposium “Research of 
Earthquake, Tsunami, and Volcano at AIST toward disaster prevention and mitigation: Achievements of 
10 years since the Great East Japan Earthquake and future research”. Bulletin of the Geological Survey of 
Japan, vol. 74(1), p. 41–60.

2011年東北地方太平洋沖地震を契機として，国土強靭化が強く意識されるようになった．令和2年度からスター
トした産総研第 5 期中長期計画でも，社会課題解決に向けて最も重要な目標の一つとして「強靭な国土と社会の
構築に資する地質情報の整備と地質の評価」が掲げられている．また，令和 2 年 12 月に閣議決定された「防災・
減災，国土強靱化のための 5 か年加速化対策」の中でも活断層・火山情報の解析・評価，集約・情報提供が重要
施策の一つとして取り上げられている．さらに，令和 3 年 5 月 31 日公表された第 3 期知的基盤整備計画におい
ても，国土強靭化に向けて活断層・火山情報の収集・評価と情報提供が重点化・加速化すべき政策とされている．
活断層・火山研究部門は，産総研において国土強靭化に関する研究を行う主要な組織である．今回のシンポジウ
ムでは，こうした社会の流れと当部門が 2011 年以降に進めてきた地震・火山に関する研究をふまえ，今後の研
究の方向性について紹介する第 34 回 GSJ シンポジウム「防災・減災に向けた産総研の地震・津波・火山研究−
東日本大震災から 10 年の成果と今後−」を，令和 3 年 11 月 12 日に，オンラインで開催した．全国 39 都道府県
から 609 名（内，産総研 120 名）の登録があり、当日は常時 400 名程度の視聴者数であった。活発な質問もあり，
開催後のアンケートにおいても概ね好評であった．

以下では，2 名の招待講演を含む口頭発表 9 件およびポスター発表 9 件（第 1 表）の講演要旨を報告する．

Keywords:The 34th GSJ symposium, Earthquake, Tsunami, Volcano, Disaster prevention and mitigation
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講演要旨‐Abstract

10:00－10:05 開会挨拶
地質調査総合センター長
中尾信典

10:05－10:15 趣旨説明
活断層・火山研究部門長
伊藤順一

10:15－10:45 活断層の古地震調査の進展と活断層データベースの高精度化
活断層・火山研究部門
活断層評価研究グループ主任研究員
吾妻　崇

10:45－11:05 長大活断層の連動性評価の研究－活断層調査と断層変位計算－
活断層・火山研究部門
活断層評価研究グループ主任研究員
近藤久雄

11:05－11:25 長大活断層の連動性評価の研究－地殻応力場と数値シミュレーション－
活断層・火山研究部門
地震災害予測研究グループ主任研究員
加瀬祐子

11:25－11:45 地形・地質・史料に基づく海溝型巨大地震の評価
活断層・火山研究部門
海溝型地震履歴研究グループ長
宍倉正展

11:45－12:05 南海トラフ地震の短期予測研究の現状と産総研の役割
活断層・火山研究部門
地震地下水研究グループ
松本則夫

12:05－13:00

13:00－13:20

13:20－13:50 火山地質図の整備と国土強靭化のための新たな取り組み
活断層・火山研究部門
火山活動研究グループ長
古川竜太

13:50－14:20
大規模噴火はどのようにはじまり進行するか：地質学的事例研究から見る
噴火推移パターンの多様性

活断層・火山研究部門
大規模噴火研究グループ長
下司信夫

14:20－14:30

14:30－15:00 地震・火山防災対策におけるGSJへの期待
気象庁地震火山部　管理課長
加藤孝志

15:00－15:30 桜島の火山防災対策と大量軽石火山灰対応に必要な研究・対策
鹿児島市危機管理課 課長
児玉博史

15:30－15:35 閉会挨拶
地質調査総合センター研究戦略部長
光畑裕司

休憩

ポスターショートトーク

休憩

口頭発表

第1表　講演プログラム
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10:00－10:05 開会挨拶
地質調査総合センター長
中尾信典

10:05－10:15 趣旨説明
活断層・火山研究部門長
伊藤順一

10:15－10:45 活断層の古地震調査の進展と活断層データベースの高精度化
活断層・火山研究部門
活断層評価研究グループ主任研究員
吾妻　崇

10:45－11:05 長大活断層の連動性評価の研究－活断層調査と断層変位計算－
活断層・火山研究部門
活断層評価研究グループ主任研究員
近藤久雄

11:05－11:25 長大活断層の連動性評価の研究－地殻応力場と数値シミュレーション－
活断層・火山研究部門
地震災害予測研究グループ主任研究員
加瀬祐子

11:25－11:45 地形・地質・史料に基づく海溝型巨大地震の評価
活断層・火山研究部門
海溝型地震履歴研究グループ長
宍倉正展

11:45－12:05 南海トラフ地震の短期予測研究の現状と産総研の役割
活断層・火山研究部門
地震地下水研究グループ
松本則夫

12:05－13:00

13:00－13:20

13:20－13:50 火山地質図の整備と国土強靭化のための新たな取り組み
活断層・火山研究部門
火山活動研究グループ長
古川竜太

13:50－14:20
大規模噴火はどのようにはじまり進行するか：地質学的事例研究から見る
噴火推移パターンの多様性

活断層・火山研究部門
大規模噴火研究グループ長
下司信夫

14:20－14:30

14:30－15:00 地震・火山防災対策におけるGSJへの期待
気象庁地震火山部　管理課長
加藤孝志

15:00－15:30 桜島の火山防災対策と大量軽石火山灰対応に必要な研究・対策
鹿児島市危機管理課 課長
児玉博史

15:30－15:35 閉会挨拶
地質調査総合センター研究戦略部長
光畑裕司

休憩

ポスターショートトーク

休憩

口頭発表

第1表　講演プログラム（続き）

東京都区部の3次元地質地盤図
地質情報研究部門
都市域の3次元地質地盤図プロジェクト

長大活断層の連動性評価の研究

活断層・火山研究部門

近藤久雄
#1
・加瀬祐子

#2
・今西和俊・内出崇彦

#3
・

椎名高裕
#3
・竿本英貴

#2
・浦田優美

#3

（#1：活断層評価研究グループ、#2：地震災害予
測研究グループ、#3：地震テクトニクス研究グ
ループ）

産総研における活断層調査研究の進展と課題
活断層・火山研究部門
活断層評価研究グループ

物理モデルに基づく大地震の規模・時期予測手法の確立に向けて
活断層・火山研究部門
地震テクトニクス研究グループ

産総研の南海トラフ巨大地震観測ネットワークーゆっくりすべりの観測と
気象庁による常時監視への貢献ー

活断層・火山研究部門
地震地下水研究グループ

東京湾にも津波は来る
活断層・火山研究部門
海溝型地震履歴研究グループ

火山噴火履歴調査と火山活動の時空間分布把握のためのK-Ar、Ar/Ar年代測
定の高精度化・高効率化

活断層・火山研究部門
火山活動研究グループ

噴火発生や活動推移の予測に向けた火山現象のモデル化
活断層・火山研究部門
マグマ活動研究グループ

大規模噴火データベース・噴火推移データベースから読む大規模噴火の推
移と前駆活動

活断層・火山研究部門
大規模噴火研究グループ

ポスター発表
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第 34 回 GSJ シンポジウム講演要旨集（第 34 回 GSJ シンポジウム事務局） 

 
活断層の古地震調査の進展と 

活断層データベースの高精度化

吾妻　崇 †

（†活断層・火山研究部門）

１．はじめに
地質調査総合センターでは，前身の地質調査所時代で

ある1970年代から活断層に関する調査を実施してきた．
1995年兵庫県南部地震（M 7.3）発生後に国の活断層調査
事業が開始すると，全国の活断層調査が急加速して進め
られた．調査の基礎情報となる活断層図については，国
土地理院や大学の研究者によって作成・出版された．古
地震調査については，都道府県には活断層調査のための
委員会が設置され，数多くの活断層においてトレンチ調
査，ボーリング調査，反射法地震探査，海域における音
波探査などが実施された．当時の地質調査所でも地震発
生直後から近畿圏を中心に，全国の主要な活断層の活動
履歴調査を実施した．これらの活断層調査の成果は，報
告書や論文という形で記録が残されている．しかし，そ
れらは散在していることが多く，とくに電子媒体が普及
する以前の紙資料については，入手や閲覧が困難なもの
も多かった．地質調査情報センターでは，2000年代前半
からこれらの調査資料をデータベース化する必要性を感
じて開発作業を進め，2005年に活断層データベースを公
開した．

本講演では，これまでに地質調査所及び地質調査総合
センターが実施してきた活断層調査について紹介すると
ともに，その成果を集約する活断層データベースの今後
の更新計画について紹介する．

２．地質調査総合センターにおける活断層調査
地質調査総合センターでは，活断層に関連する地質図

類として，全国をカバーする活構造図や主要な活断層の
ストリップマップを発行してきた．1995年兵庫県南部地
震発生以前から活断層の古地震トレンチ調査を実施して
いた．1974年伊豆半島沖地震や伊豆大島近海地震では，
地表地震断層の調査を実施した．1995年兵庫県南部地震
が発生し，国の活断層調査事業が開始されると，1995年
と1996年には約15の活断層調査を緊急的に実施し，そ
の後も2005年度まで年間7 ～ 10断層の活断層調査が行
われた．

2005年になり，全国に分布する主要活断層の活動履
歴調査とそれらの長期評価が一通り完了し，地震調査研
究推進本部から全国地震動予測地図が公表された後には，
活断層の追加・補完調査，内陸及び沿岸域の活断層調査，
地域評価のための活断層調査，活断層評価の高度化・効
率化のための調査を受託し，全国地震動予測地図の改善

に貢献してきた．そのほかに，長大な活断層から発生す
る連動型地震に関する研究や孤立した短い活断層に関す
る研究などを受託研究として実施した．

大地震発生時の緊急調査としては，1998年岩手県内陸
北部の地震，2000年鳥取県西部地震，2004年新潟県中
越地震，2008年岩手・宮城内陸地震，2011年福島県浜通
りの地震，2014年長野県北部の地震，2016年熊本地震
などの直後に地表地震断層の分布調査や古地震トレンチ
調査を実施した．海外で発生した地震については，1999
年イズミット地震・デュズゼ地震（トルコ），1999年集
集地震（台湾），2003年バム地震（イラン），2005年カシ
ミール地震（パキスタン）などの現地調査に地質調査総合
センターの研究員が参加した．

３．活断層の評価
活断層の評価においては，位置形状，平均変位速度，

地震時の変位量，平均活動間隔，過去の活動時期を明ら
かにして，活断層から発生する大地震の規模と近い将来
に大地震が発生する可能性を推定する．位置形状につい
て，活断層データベースでは断層線と断層線の隔離距離
が2 km以内のときには，活動時に一連の断層破壊を生じ
る活断層（活動セグメント）として考えている．平均変位
速度は活断層の活動性を表すパラメータであり，変位基
準となる地層や地形で認められる変位量をそれらの形成
年代で除した値である．活断層データベースでは，地質
年代などに基づく具体的な平均変位速度が不明な活断層
については，地形表現等に基づいて活動性をA級からC
級に分類し，それぞれの活動性に対応した仮置き値を与
えている．地震時変位量は，野外調査で計測される変位
量のほか，活断層の長さと地震時変位量に関する経験式
によって算出されている．平均活動間隔は，野外調査に
よって明らかにされた複数の活動時期に基づいて算出さ
れるほか，平均変位速度を地震時変位量で除した値が評
価値として用いられている．

４．活断層データベースの更新
地質調査総合センターで公開している活断層データ

ベースについては，インターネットによる情報表示技術
の向上と活断層調査の進展に合わせて，利用者が使いや
すい表示形式を目指して改変を進めてきた．これまでの
活断層の活動確率を議論する段階においてはインデック
スとしての活断層図があれば十分であったが，活断層の
横切る構造物の断層変位に対する対策を考えるためには
詳細な活断層図が必要となる．地震動の評価に対しても，
2016年熊本地震で記録されたような活断層のごく近傍で
発生する強い揺れを考慮するためにも詳細な活断層図は
不可欠である．このような状況を鑑み，これまで活断層
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データベースで表示してきた縮尺20万分の1程度の活断
層図を縮尺5万分の1程度に改善することを目指してい
る．

また，活断層の評価に関して，これまで評価対象とし
ていなかった活動度C級や長さ10 km未満の活断層につ

いても活動確率を算出できるような評価システムを構築
する．平均変位速度については，仮置き値のままになっ
ている活断層について地質調査を実施して具体的な評価
値を得ることを継続的に行う必要がある．

 

長大活断層の連動性評価の研究 
―活断層調査と断層変位計算―

近藤　久雄 †

（†活断層・火山研究部門）

産業技術総合研究所・地質調査総合センターでは，（旧）
活断層研究センター及び（旧）活断層・地震研究センター
の時代から継続する重要課題として，国内外の長大な活
断層から生じる連動型地震の発生予測や可能性評価の調
査研究を実施してきた．長大な活断層は，複数の活断層
ないし断層区間（以下，セグメント）により構成され，セ
グメント単独でもＭ7程度を超える大地震を生じるが，
複数セグメントが連動してさらに大規模な大地震／巨大
地震を生じる場合もあるという複雑な概念が定着しつつ
ある．

複数の活断層やセグメントが連動した場合の地震規模
は，事前に連動範囲を仮定した推測が可能ではある一方
で，具体的な発生可能性や発生確率については評価手法
がないのが現状である．この難題に対して，かつては活
断層・古地震調査に基づく歴史時代の連動型イベントに
伴う活動範囲の把握や，動的破壊のシミュレーションに
基づく複数セグメントの連動性評価をそれぞれの分野が
独立して実施してきた．一方，主に2017年以降では，そ
れらを融合させつつ発展を図り，複雑な断層形状をモデ
ル化した3次元有限要素法（FEM）による断層モデルの高
度化や，微小地震解析による精密なメカニズム解・応力
場推定の分野も協働して，分野横断的な融合研究として
同課題に取り組んでいる．本シンポジウムの近藤の発表
では，活断層・古地震調査と3次元FEMの断層モデル高
度化，引き続く加瀬の発表では微小地震解析と動的破壊
シミュレーションのそれぞれを中心に最近の進展と課題
について報告する．なお，2017年以降は，文科省・地震
調査研究推進本部の委託研究の一部として実施している．

活断層・古地震学的なアプローチからは，これまで未
解明であった過去の連動型地震イベントの判別と変位履
歴の解明に基づく連動確率の試算に取り組んでいる．従
来は，トレンチ調査等による活動時期の解明や大地震発
生頻度の把握が主眼であったが，イベント毎の連動や非
連動の峻別はできなかった．そのため，新たに地震時の
変位量（イベント毎のずれ量）を調査して考慮すること

により，連動イベントと非連動イベントの判別が可能と
なった．その結果，連動イベントの発生頻度が推定可能
となり，ポアソン過程に基づく連動確率の試算が初めて
可能となりつつある（近藤ほか，2020）．例えば，糸魚川
−静岡構造線断層帯での試算では，4つの活動区間のう
ち北部区間と中北部区間が30年以内に連動する確率は
0.9 ～ 1.0 %，全体の4つの区間が連動する確率は0.3 %
未満と試算されている．

3次元FEMの断層モデル高度化では，複雑な断層形状
のモデル化，連動時／非連動時それぞれの3次元的な変
位量分布の把握が可能となった（竿本，2020）．従来は，
矩形の断層面を設定してすべり量を予め入力し，その断
層がずれ動いた場合の周辺の変位場を推定する断層モデ
ルが主流であった．そのため，複数セグメントの連動／
非連動時の変位量分布や変位場を差別化して模擬するこ
とができなかった．これに対して近年では，地表から地
下での断層面の折れ曲がりや湾曲など，詳細な断層形状
を3次元FEMによってモデル化が可能となった．さらに
周辺の応力場を設定することにより，断層面上とその周
辺でどのような変位が生じるかを数値計算で推定可能と
した．その結果，これまでは断層面をセグメント毎に分
割してモデル化せざるを得なかったものが，地下では滑
らかに連続する断層面として表現可能となり，それらの
断層が連動した場合の変位量分布が地表から地下深部ま
で推定可能となった．連動時の変位量分布は，上述の活
断層・古地震調査により復元された連動／非連動の地震
時変位量が妥当であるかを数値計算から検証する重要な
位置づけにもなっている．

また，このような複雑な断層形状を合理的にモデル化
するため，新たな視点から断層形状のモデル化に取り組
んでいる．これまでは地表から地震発生層下端付近まで
の断層形状については，様々な関連分野のそれぞれが得
意とする時間軸の地形や地層の変位・変形を拘束条件と
して推定され，専門家間でも議論が分かれる場合も多
かった．一方，本研究では，地震学・測地学，地形学，
地質学的な時間軸の中で生じた地殻変動，断層変位・変
形を拘束条件として，特に第四紀中期以降，現在までの
変位基準を重視した．例えば，糸魚川–静岡構造線断層
帯の北部区間では，2014年長野県北部の地震に伴う余震
分布や震源となった神城断層の地表分布，浅部の断層形
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状，地質断層としての小谷–中山断層や鮮新−更新統の
地質分布との関係を精査し，それらの調査観測事実と矛
盾しない合理的な断層形状モデルを設定した．
参考文献
近藤久雄・木村治夫・杉戸信彦（2020）変位履歴に基づく

連動性評価のための地形地質調査．文部科学省研
究開発局・国立研究開発法人産業技術総合研究所

「活断層帯から生じる連動型地震の発生予測に向け

た活断層調査研究」平成29 ～令和元年度成果報告書，
3–200.

竿本英貴（2020）三次元有限要素法（FEM）による断層モ
デルの高度化．文部科学省研究開発局・国立研究開
発法人産業技術総合研究所「活断層帯から生じる連
動型地震の発生予測に向けた活断層調査研究」平成
29 ～令和元年度成果報告書，241–336.

 

長大活断層の連動性評価の研究 
―地殻応力場と数値シミュレーション―

加瀬　祐子 †

（†活断層・火山研究部門）

長大な活断層は，複数の活断層ないし断層区間によっ
て構成され，各区間単体で活動する場合もあれば，複数
の区間が連動して，より大きな地震となる場合もある．
しかし，内陸活断層の活動間隔は長いので，ごく最近に
活動した活断層以外では，実際に連動したことがあるの
か，具体的にどのような組み合わせで連動するのかにつ
いての詳細はわからない．この問題に対して，古地震学
的調査による活動履歴の把握，有限要素法解析による断
層モデルの高度化，微小地震解析による詳細な応力場の
推定，動的破壊シミュレーションによる連動性評価とい
う複数分野で取り組んでいる．本シンポジウムひとつ前
の近藤の講演に引き続いて，微小地震解析と動的破壊シ
ミュレーションを中心に報告する．

地震は地殻にはたらく応力が断層面に沿って解放され
る現象であるから，地殻を構成する物質を支配する方程
式と断層面にはたらく応力の分布，および，断層面に作
用する摩擦則を適切に与えられれば，断層面上の破壊の
進展を物理的に求めることができる．現実には，これら
すべての値を得ることは難しいが，近年では，地震観測
網の充実，地震波形解析技術の発展，計算機能力の向上
により，実際の地震の破壊過程をおおよそ再現できるよ
うになった（例えば，2014年長野県北部の地震について
はAndo et al. （2017），2016年熊本地震についてはUrata et 
al. （2017）など）．しかし，古地震について得られる情報
は限られている．そこで，古地震学的調査で得られる活
動履歴（過去の情報）を，地震学的観測と有限要素法解析
で得られる断層モデルと応力場（現在の情報）に基づく動
的破壊シミュレーションと結びつけることによって，起
こり得る連動のパターンを調べる（過去の再現と未来の
予測）という流れで研究を進めている．活動履歴と断層
モデルに関しては，ひとつ前の近藤の発表を参照された
い．

微小地震解析によって応力場を求める過程では，大量
の微小地震の震源を決定し，メカニズム解を推定した
データを用いて，応力場のパラメータを求める．同時に，
震源決定のための速度構造モデルの検討や，決定された
震源分布から断層形状や断層下限深度についての考察も
行われる．糸魚川–静岡構造線断層帯においては，2017
年長野県中部の地震（Mj5.3）とその余震，2018年長野県
北部の地震（Mj5.2）とその余震を用いて，北部区間南端
部付近の応力場が北西–南東圧縮の横ずれ応力場，糸魚
川–静岡構造線断層帯北部区間の応力場が北西–南東圧
縮の逆断層と横ずれの共存する応力場であると推定した

（今西・内出，2020）．中央構造線断層帯においても，同
様の検討を行っているところである．

このようにして得られた断層モデルと応力場モデルを
用いて動的震源モデルを構築し，動的破壊シミュレー
ションを行う．ただし，このままでは拘束できないパラ
メータが存在するため，多数のパラメータ・スタディを
行い，その結果を古地震学的調査で得られる活動履歴や
すべり量と比較することで，妥当なパラメータの範囲を
絞り込んでいく．そうして残ったシミュレーション結果
が，起こり得た／起こり得る連動パターンである．また，
古地震学的情報と調和的な計算結果を得られるパラメー
タの値から，動的震源モデル構築の対象外とした領域を
含めた連動可能性について考察することもできる．糸魚
川–静岡構造線断層帯では，中北部区間と中南部区間を
対象として検討を行い，中北部区間から中南部区間への
連動が起こり得ること，北部区間も含めた連動を考慮す
る必要があることを示した（加瀬，2020）．また，中央構
造線断層帯では，讃岐山脈南縁東部区間，讃岐山脈南縁
西部区間，石鎚山脈北縁区間，石鎚山脈北縁西部区間
の4区間を対象とした検討を行っており，それぞれの区
間単独の活動，複数区間の連動など，様々な活動パター
ンが再現されている（加瀬・浦田，2021）．今後，詳細な
応力モデルへの更新や活動履歴との照合を進めることで，
起こりうる連動パターンを絞り込めることが期待される．
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地形・地質・史料に基づく海溝型巨大地震の評価

宍倉　正展 †

（†活断層・火山研究部門）

海溝型地震は2011年東北地方太平洋沖地震のように
まれに巨大化し，大きな津波を発生させることがある．
そのような巨大地震は数百年以上の長いくり返し間隔を
持つため，正確な規模や長期的な発生時期を予測するに
は，過去にどのような地震や津波が起きていたのかを数
千年オーダーで遡って解明する必要がある．産業技術総
合研究所の海溝型地震履歴研究グループ（以下，グルー
プと略す）では，歴史記録や地形・地質に記録された痕
跡の調査から，過去の海溝型巨大地震の発生時期や規模
を解明し，地球物理学的な検討を通して震源域・波源域
を復元する研究を行っている．対象となる地域は日本列
島沿岸各地に広がるが，知的基盤整備計画の下では，特
に千島海溝南部，日本海溝南部，相模トラフについて重
点的に調査を行っている．また南海トラフについては，
おもに文部科学省の委託事業である「防災対策に資する
南海トラフ地震調査研究プロジェクト」（海洋研究開発
機構より再委託）の一環として調査を実施している．こ
のほかいわゆる科研費の基盤研究や他機関との共同研究
という形で，上記の地域に加えて日本海沿岸や海外も調
査対象となっている．ここではグループが各地で行って
いる調査研究の成果とその防災・減災上のねらいについ
て説明する．

【千島海溝】
千島海溝では北海道東部沿岸での堆積物調査から，17

世紀に大きな津波と余効変動による隆起を伴う超巨大地
震が発生していたことが明らかになっている（Nanayama 
et al., 2003；Sawai et al., 2004など）．またその断層モデ
ルについても検討が続けられている（Ioki and Tanioka， 

2016など）．これらの成果は政府の地震調査研究推進本
部の長期評価に反映されており，超巨大地震の将来の発
生が「切迫している」と評価されている．グループは現在
も津波堆積物や海岸地形の調査を行い，より正確な過去
の津波浸水域の復元に向けた努力を続けており（中村ほ
か，2019など），これらのデータに基づいた断層モデル
の再構築を行うことで，より正確な津波想定等へ利活用
されることを目指している．

【日本海溝】
日本海溝沿いは2011年に東北地方太平洋沖地震が発

生している．グループはこの地震の前から，仙台平野を
中心に869年貞観地震をはじめとした巨大地震の履歴を
解明し，宮城沖から福島沖のプレート境界で断層モデル
を提案していた（Sawai et al., 2012など）．これらの成果は，
津波堆積物研究が防災・減災の面からも注目されるきっ
かけとなった．一方，貞観地震の推定断層の南にあたる
茨城沖から房総沖は，歴史的に1677年延宝房総沖地震
の存在が知られているものの，履歴がよくわかっておら
ず，千葉県は2011年の地震の割れ残りとみなして津波被
害想定の対象波源としている．この地域では最近，産総
研とカナダ・ サイモンフレイザー大学等の海外研究機関
との共同による九十九里浜での津波堆積物調査から，約
1000年前にも大きな津波浸水があったことが明らかに
なった（Pilarczyk et al., 2021）．その波源の候補の1つと
して，従来の想定では考慮されていなかった房総沖直下
のフィリピン海プレートと太平洋プレートの境界の断層
が新たに提案できる．

【相模トラフ】
相模トラフ沿いでは歴史的に1923年大正関東地震や

1703年元禄関東地震の発生が知られ，さらに海岸段丘な
どの調査研究から同様の地震が過去から繰り返し発生し
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ていることが明らかになっている（Shishikura， 2014など）．
これらの履歴情報は地震調査研究推進本部の長期評価に
反映され，発生確率算定の根拠となっている．最近，産
総研と東京大学との共同研究により，房総半島南部沿岸
の海岸段丘について見直しが行われ，高解像度DEMの地
形解析や，構成する堆積物の集中的な年代測定と統計解
析から，高度分布と離水年代が再評価された（Komori et 
al., 2017， 2020， 2021）．その結果，いわゆる元禄型の地
震は，ほぼ同じ変動パターンでくり返すものの，再来間
隔は1270 ～ 2460年とばらつくことが明らかになってい
る．これらの成果は今後の長期評価の見直しの際に重要
な情報となる．

【南海トラフ】
南海トラフ地震は，歴史的におおよそ100 ～ 200年間

隔で発生し，近い将来の発生確率が高いことがすでに明
らかになっている．そこで防災・減災上で履歴の調査研
究に求められるのは，おもに破壊域の多様性や規模の評
価である．グループは，トラフ東端の駿河湾沿岸から西
端の足摺岬周辺まで各地で調査を行っている．各地で明
らかになった履歴を見ると，1地点で複数のイベントが
検出されたケースの多くは，再来間隔が数百～千年程
度で，歴史地震の再来間隔よりも長いという特徴がある．
これらはくり返す地震のうち，比較的規模の大きい津波
や地殻変動を伴った場合に地形や地質に記録，保存され
やすいと解釈することができる．今のところ推定年代値
の幅が大きいため，地域間の厳密な対比が難しいものの，
これらの地質学的に検出されたイベントは，東海・東南
海のセグメントと南海セグメントとで必ずしも一致しな
いように見える．これは瀬野（2012）が示した安政型と宝
永型が交互に発生するモデルのような発生パターンを示
している可能性もある．

このほか津波石やイベント砂層の分布から過去最大規
模の津波を評価する試みも行っているが，今のところ内
閣府が示す最大クラスの想定モデルのような事象が，実
際に起こった証拠は見つかっていない．次の南海トラフ
地震の長期的な予測に向けて，引き続き規模の評価を試
みていくとともに，各地点間のイベント年代のより精緻
な対比が必要である．
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南海トラフ地震の短期予測研究の現状と 
産総研の役割

松本　則夫 †

（†活断層・火山研究部門）

１．はじめに
南海トラフ沿いでは今後30年にマグニチュード（M）

8 ～ 9クラスの地震が70 ～ 80 %の確率で発生されると
され（地震本部，2021），最大169兆円を超える被害が推
計されている（内閣府，2013）．本講演では，気象庁が発
表する「南海トラフ地震に関連する情報」と，産総研の貢
献について述べる．

２．国が発表する「南海トラフ地震に対する情報」
気象庁は，内閣府が2019年3月に発表した「南海トラ

フ地震の多様な発生形態に備えた防災対応検討ガイドラ

イン（第1版）」に基づき，2019年5月から第1表に代表さ
れる「南海トラフ地震臨時情報」を発表することとなった

（気象庁，2019）．

３．産総研の南海トラフ地震の短期予測研究
産総研では，2006年から南海トラフ地震の短期・中

期予測の研究のために地下水等総合観測施設の設置を開
始した．この施設では地下水位観測のほか，ひずみ計や
地震計を設置しており，2021年9月現在で16点の整備
を完了し，1点を整備中である（第1図）．さらに，産総
研では共同研究契約に基づき気象庁のひずみデータおよ
び防災科学技術研究所Hi-net高感度加速度計の傾斜デー
タをリアルタイムでデータ交換を行い，2011年から南
海トラフ沿いの深部ゆっくりすべりの解析を継続してい
る．同すべりの解析結果は「南海トラフ沿いの地震に関
する評価検討会（月1回開催）」で報告し，産総研の解析

情報およびキーワード 各キーワードを付記する条件

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）
想定震源域内のプレート境界において，モーメントマグニチュード8.0以
上の地震が発生したと評価した場合

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）

〇監視領域内において，モーメントマグニチュード7.0以上の地震が発生
したと評価した場合（巨大地震警戒に該当する場合は除く）
〇想定震源域内のプレート境界面において，通常と異なるゆっくりすべり
が発生したと評価した場合

南南海海トトララフフ地地震震のの短短期期予予測測研研究究のの現現状状とと産産総総研研のの役役割割（（松松本本則則夫夫））  1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

第 1 図 （左）産総研の地下水等総合観測施設（地下水・ひずみ観測点）■と今年14 

度整備中の日高川和佐観測点．1970 年代～2005 年に整備した静岡・愛知県内の地15 

下水観測点●も示す．（右）地下水等総合観測施設の構成図．3 本の孔井と観測小屋16 

から構成される． 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

第1図  （左）産総研の地下水等総合観測施設（地下水・ひずみ観測点）■と今年度整備中の日高川和佐観測点．
1970年代～ 2005年に整備した静岡・愛知県内の地下水観測点●も示す．（右）地下水等総合観測施設の
構成図．3本の孔井と観測小屋から構成される．

第1表　気象庁が発表する南海トラフ地震臨時情報の内容の一部（気象庁， 2019を改変）
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結果に基づき評価が行われているとともに，通常の同す
べりの発生状況の解明に貢献している．

気象庁はゆっくりすべりの解析に産総研の方法を利用
している．また，気象庁は2020年6月から産総研の12
点のひずみ計の常時監視を開始した．気象庁は，南海ト
ラフ全域でゆっくりすべりを監視することが可能となり

「南海トラフ地震臨時情報」を発表することが可能となっ
た（気象庁・産総研，2020）．
４．今後について

産総研では南海トラフ周辺で20点の地下水等総合観
測施設の整備を目標としており，未整備3点の整備をめ
ざす．また，現在は手動で行われているゆっくりすべり
解析について，客観的な解析が実施できるよう研究開発
を行う．

参考文献
地震本部（2021）今までに公表した活断層及び海溝型地震

の長期評価結果一覧，https://www.jishin.go.jp/main/

choukihyoka/ichiran.pdf（閲覧日：2022年3月22日）．
気象庁（2019）「南海トラフ地震臨時情報」等の提供開始

について（報道発表資料），https://www.jma.go.jp/jma/
press/1905/31a/20190531_nteq_name.pdf（ 閲 覧 日：
2022年3月22日）．

気象庁・産総研（2020）南海トラフ沿いにおける地殻
変動監視の強化について（報道発表資料），https://
www.aist.go.jp/aist_j/press_release/pr2020/pr20200623/
pr20200623.html（閲覧日：2022年3月22日）．

内閣府（2013）南海トラフ巨大地震の被害想定（第二次報
告）のポイント ～施設等の被害及び経済的な被害
～，http://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/taisaku_wg/
pdf/20130318_kisha.pdf（閲覧日：2022年3月22日）.

内閣府（2019）南海トラフ地震の多様な発生形態に備え
た防災対応検討ガイドライン（第1版），http://www.
bousai.go.jp/jishin/nankai/index.html（ 閲 覧 日：2022
年3月22日）．

 

火山地質図の整備と国土強靭化のための 
新たな取り組み

古川　竜太 †

（†活断層・火山研究部門）

活動的火山の噴火履歴を取りまとめた火山地質図の整
備は国の知的基盤整備の一環であり，火山地域の防災，
減災対策の基礎資料としての活用が期待される．通商産
業省地質調査所時代から続けられてきた火山地質図は21
火山で整備され，5万分の1地質図幅でも19の活動的火
山がカバーされている．現在は社会的要請の高い伊豆大
島において，陸域だけでなく海域とも連続した地質図と
して改訂を目指し，調査を開始している．また，御嶽山，
日光白根山，雌阿寒岳，秋田焼山で調査を実施してい
る．アウトカムの例として，富士火山地質図を2016年
に刊行したことにより，ハザードマップで想定する噴火
口の位置と噴火規模が見直され，新たに11市町村（山梨
県2市，静岡県2市1町，神奈川県2市4町，総人口約79
万人），合計27市町村に火山災害想定影響範囲が設定さ
れることとなった．火山地質図等の調査による成果は産
総研GSJ火山データベースとして，複数のデータセット
で公開されている．第四紀火山データベース（DB）は約
450の第四紀火山（約260万年前以降に活動）を網羅した
国内唯一のデータセットであり，日本列島の火山に関す

る地質情報を最新の知見に基づいて収集・整理している．
活火山については詳細情報と噴火イベントを記載してい
る．火山噴火時はアクセス数が急上昇し，DBの総アク
セス数は月あたり平均70万ヒットである．20万分の1「日
本火山図」は2020年度から公開を開始した地図上に第四
紀火山を表示するDBである．各火山とその噴出物の分
布，噴火年代などの属性情報を閲覧，検索することがで
きる．

これまで実施してきた火山情報の解析・評価に加えて，
集約・情報提供対策を進めることが求められている．政
府の「防災・減災，国土強靱化のための5か年加速化対策」

（令和2年12月閣議決定）において，災害に強い都市計画
作り，防災計画策定等に貢献するため，過去の火山噴火
の履歴・活動推移・規模を解析・評価し，その結果のデー
タベース化，情報提供の推進に取り組むこととなった．
ハザードマップ策定等に特に影響を与える噴火口の位置
情報に特化したデータベース化を進め，2万5千分の1地
形図上に表現可能な精度を持つ火口位置情報を提供する

「噴火口図」の開発を開始した．防災対策上の重要な活火
山について，国の政策と整合的に火口位置情報を加速的
に整備することで，火山監視のための基礎情報，ハザー
ドマップや防災計画策定のための基礎情報として活用さ
れることが期待される．

 



− 50 −

地質調査研究報告　2023 年　第 74 巻　第 1号

 
大規模噴火はどのようにはじまり進行するか： 
地質学的事例研究から見る噴火推移パターンの 

多様性

下司　信夫 †

（†活断層・火山研究部門）

プリニー式噴火と呼ばれる大量の火砕物（軽石や火山
灰）を爆発的に噴出する大規模噴火は，火山周辺のみな
らず風下の広範囲に軽石や火山灰による甚大な災害を生
じる．幸いにも過去約100年の間このような大規模な噴
火は日本国内で発生していないが，火山周辺に残された
噴出物の地質調査からこのような規模の噴火は国内の多
くの火山で“頻繁”に発生していることが明らかにされて
いる．従って，このような大規模な噴火の噴火推移やそ
の影響範囲を予測しておくことは，短期的な対応として
の噴火発生時の適切な災害対策のみならず，噴火災害を
未然に防止・低減するための長期的な取り組みとして平
時からの適切な土地利用計画などにとっても不可欠であ
る．

大規模噴火はさまざまな噴火推移パターンをたどるこ
とが知られている（第1図）．このような大規模噴火にみ
られる様々な噴火推移のバリエーションは，大量のマグ
マが上昇し地表に噴出する地下のマグマ溜まり−火道シ
ステムの構造やその発達過程を反映していると考えられ
る（第2図）．従って，地下でのマグマ溜まりへのマグマ
の蓄積状況や，火道へのマグマの注入・上昇プロセスを
理解することが噴火推移のバリエーションを理解するた
めには必要である．特に，長期間にわたるマグマ溜まり
へのマグマの蓄積から，比較的短時間で進行するマグマ
の上昇への移行プロセス，すなわち大規模噴火の“引き
金“の理解は，噴火の直前予測には不可欠である．しかし，
このような地下のマグマ溜まりや火道の活動をリアルタ
イムで把握・理解することはさまざまな火山活動の観測
体制がとられている火山においても容易ではない．

また，特定の火山における大規模噴火の頻度はそれほ
ど高くないため，歴史記録や地質記録を用いてもその活
動の特性を統計的に明らかにすることは困難である．比
較的大規模な噴火が頻発している桜島火山でも，過去2
万年以上にわたるその活動を通して大正噴火規模以上
のプリニー式噴火の発生は10回程度であり，そのほか
の火山では事例数はもっと少ないことが多い．そのた
め，特定の火山において将来の噴火パターンを予測する
ためにはその火山の噴火履歴のみならず，類似した環境
にあるほかの多くの火山における噴火事例を俯瞰し，そ
の火山では過去に知られていないような活動の可能性も
考慮する必要がある．第1図にその一部を紹介した噴火
推移データベースは，噴火直前の前兆活動から，噴火推

移，あるいは噴火後の火山活動のパターンについて，信
頼できる目撃・観測情報を整理し世界各地で発生したプ
リニー式噴火の時間推移を一つのデータセットとして取

大大規規模模噴噴火火ははどどののよよううににははじじままりり進進行行すするるかか：：地地質質学学的的事事例例研研究究かからら31 

見見るる噴噴火火推推移移パパタターーンンのの多多様様性性（（下下司司信信夫夫））  32 

 33 

 34 
第 1 図 21 世紀に発生した代表的なプリニー式噴火 5 事例と，桜島大正噴火（191435 
年）の，噴火開始前後 90 日間の噴火推移図．大規模噴火推移データベースより抜36 
粋．赤破線は噴火開始タイミングを示す．Puyeuhe 2011 年，Chaiten2008 年噴火は，37 
短く激しいプリニー式噴火の後，溶岩流出噴火に移行するなど，桜島 1914 噴火と38 
類似した推移をたどっている． 39 
 40 

 41 

第1図  21世紀に発生した代表的なプリニー式噴火5事例と，
桜島大正噴火（1914年）の，噴火開始前後90日間の
噴火推移図．大規模噴火推移データベースより抜粋．
赤破線は噴火開始タイミングを示す．Puyeuhe 2011
年，Chaiten2008年噴火は，短く激しいプリニー式噴
火の後，溶岩流出噴火に移行するなど，桜島1914噴
火と類似した推移をたどっている．
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噴火推移データベースについては，以下を参照くださ
い．

参考文献
下司信夫・池上郁彦・西原　歩（2020）大規模火砕噴火推

移時系列データ集．産総研地質調査総合センター
研究資料集．no. 700，産総研地質調査総合センター，
60p.

下司信夫・池上郁彦・西原　歩（2021）大規模火砕噴火推
移時系列データ集　その2．産総研地質調査総合セ
ンター研究資料集．no. 722，産総研地質調査総合セ
ンター，25p． 

 42 

第 2図 想定される火道内のマグマ上昇のパターンの違いがもたらす噴火様式の多43 

様性と噴火事象推移の違い．既存の火道を利用してマグマが上昇するか，新たな割44 

れ目火道を形成するかによって異なる噴火事象推移が予想される．実際には，火道45 

内のマグマの発泡状態やその時間変化などにより噴火推移はさらに複雑に進化し46 

得る． 47 

 48 

 49 

 50 

 51 

 52 

 53 

 54 

 55 

 56 

 57 

 58 

 59 

 60 

 61 

 62 

 63 

りまとめ，噴火推移のパターンを抽出するための試みで
ある．多くの噴火推移事例をとりまとめた結果，大規模
噴火の推移にはいくつかの特徴的なパターンがあること
が明らかになりつつある．

より規模の大きな大規模火砕流を噴出するような巨大
噴火は，有史以来わが国では発生事例がなく，また全世
界で見てもその噴火推移が記録された噴火事例はごく少
数である．しかし九州や北東北・北海道を中心として多
数の大規模火砕流の存在が知られており，将来にもこの
ような巨大噴火が繰り返すと考えられる．巨大噴火につ
いても推移のパターンや噴火メカニズムの知見の蓄積が
必要である．

第2図  想定される火道内のマグマ上昇のパターンの違いがもたらす噴火様式の多様性と噴火事象
推移の違い．既存の火道を利用してマグマが上昇するか，新たな割れ目火道を形成するか
によって異なる噴火事象推移が予想される．実際には，火道内のマグマの発泡状態やその
時間変化などにより噴火推移はさらに複雑に進化し得る．

地震・火山防災対策における GSJ への期待

加藤　孝志 †

（†気象庁 地震火山部管理課）

１．はじめに
気象庁は，地震や津波，全国の活火山，次の大規模地

震発生の切迫性が高まっていると考えられている南海ト
ラフ沿いの地震・地殻活動を24時間体制で監視し，予
測や観測結果に基づく予警報・情報を迅速に発表してい
る．これらは防災関係機関の初動対応などに活用されて

おり，東日本大震災をはじめとする近年の地震・津波・
火山災害での経験も踏まえ，技術向上・改善を図ってき
ているところである．

これらの業務は関係機関の協力のもとで的確な遂行が
成り立っており，特に産業技術総合研究所地質調査総合
センター（以下「産総研」）との連携・協力は必要不可欠
なものとなっている．本講演では，具体的な連携・協力
の事例，それらの成果とともに，今後さらに国の防災対
策により活かせるよう産総研へ期待したいことを紹介し
たい．
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２．産総研と気象庁の連携・協力の事例
産総研と気象庁の連携・協力の主な事例として，以下

に2点挙げる．
（１）南海トラフ沿いの地震・地殻活動の監視・評価

地震分野での連携で代表的なものは，南海トラフ地震
の地殻変動監視である．産総研におかれては，昭和の時
代から気象庁で開催する地震防災対策強化地域判定会に
おいて地下水位観測結果を，2000年代からはひずみ観測
結果とこれに基づいたゆっくりすべりの解析・結果を報
告いただいている．また，従来から気象庁での当該地域
の地殻活動の解析には，産総研から提供されるリアルタ
イムのひずみ計データを使用しており，2020年6月から
は気象庁の24時間常時監視の対象観測点となり，気象
庁のひずみ計が設置されていない紀伊半島，四国地域で
のゆっくりすべりの監視能力が大幅に向上した．気象庁
で行うゆっくりすべりの解析（すべりの規模および断層
モデルの推定）は，産総研から解析技術の指導が大きい
ものでもある．2019年5月10日日向灘の地震(M6.3)後に
発生したわずかなゆっくりとした変化のような普段観測
されない現象が見られた際，共にリアルタイムで推移を
監視した事例もある．

（２）全国に活火山に対する観測・活動評価
火山分野でも，産総研におかれては，昭和50年代か

ら「火山噴火予知連絡会」に地質学・岩石学，火山化学の
専門家として参画され，噴火時には噴出物の分析による
噴火の特徴やメカニズムの解明，平時には活火山の選定
作業やボーリングコアの解析，日本活火山総覧の取りま
とめ等での議論の中心を担っていただいている．今般話
題となっている福徳岡ノ場の噴火による軽石の分析はそ
の一例であり，日々発生する桜島の噴火による火山灰に
ついても定常的に分析を依頼しており，その分析結果
は気象庁や火山噴火予知連絡会が行う火山活動評価に還
元・活用されている．また，御嶽山噴火後に，気象庁では，
水蒸気噴火の前兆把握手法として産総研が開発したマル
チガス観測装置を４火山に整備しており，今後本格的に

観測業務へ導入するための検討にあたり多大な技術協力
をいただいている．

３．今後産総研へ期待したいこと
上記の例などの連携・協力に対し，気象庁において地

震火山業務に携わる者として，改めて産総研の関係各部
署の皆様に感謝の意を表したい．今後とも，産総研にお
かれては，
・ 第一に引き続き，発生した事象についての日常的な情

報交換等，気象庁担当との緊密なコミュニケーション
の継続

・ ひずみ計データ等の気象庁へのリアルタイム提供協力
の継続

・ GNSSなどに比べ高精度，高分解能のひずみ計でのゆっ
くりすべりの解析を進めた近年地震学界でも研究が盛
んなスロー地震の解明．それらも合わせた，大地震（南
海トラフ地震）とスロー地震との関係についての解明

（これらにあたっては，気象庁や気象研究所も協力さ
せていただきたい）

・ 気象庁で有する，海洋潮汐の影響除去，複数観測点デー
タを用いたノイズ低減手法などのゆっくりすべり解析
技術の高度化への指導

・ 気象庁で運用する噴火警戒レベルの判定基準への地質
学や火山化学の知見の検討にあたっての指導・助言

・ 今後実施予定である，新たな活火山の選定に係る検討
やそれらの成果を反映した日本活火山総覧の改定にあ
たり，地質調査結果の提供やとりまとめにあたっての
指導・助言

・ 富士山等の大規模噴火時に関係機関が連携し速やかに
降灰調査を実施する枠組における研究機関の取りまと
め役として，事務局を務める気象庁と協同した業務の
推進

・気象庁との人的な交流
などについて行っていただきたく，よろしくお願いした
い．

 

桜島の火山防災対策と 
大量軽石火山灰対応に必要な研究・対策

児玉　博史 †

（†鹿児島市危機管理課）

１．はじめに
鹿児島市は，人口約60万人を擁する南九州最大の都

市で，その市街地から錦江湾を隔てて約4 kmの地点に活
火山桜島は位置しており，周囲55 km，面積77 km2，高
さ1,117 mの麓に約3,500人が生活している．

桜島は有史以来，歴史的な大噴火を繰り返してきた．
20世紀には，1914年の溶岩流を伴う大正噴火，1946年
の昭和噴火，1955年以降は頻繁にブルカノ式の山頂噴火
等が発生している．

近年では，令和2年6月4日の爆発に伴い，大きな噴
石（推定50 cm ～ 100 cm）が34年ぶりに火口から3 kmを
超えて，民家から150 m付近に飛散するなど，活発な活
動が継続している．

２．鹿児島市の火山防災対策
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噴火前

避避難難指指示示
発発令令範範囲囲

発発令令地地域域のの住住民民等等はは
鹿鹿児児島島市市外外のの避避難難所所
等等にに避避難難

噴噴火火前前のの避避難難指指示示のの発発令令ののイイメメーージジ

高高齢齢者者等等避避難難
発発令令範範囲囲

39

第1図　噴火前の避難指示の発令のイメージ

桜島は，60年以上の長きにわたって火山活動を続けて
おり，本市では，これまでハード・ソフトの両面から火
山防災対策に取り組み，その充実に努めてきた．

桜島と共生していくためそれらの取組を，市民と地域，
事業者，研究機関・行政が一体となって向上させながら，
火山防災のモデル都市として，国内外の火山地域の被害
軽減のために世界貢献を行う火山防災トップシティを目
指しているところである．

３．大量軽石火山灰対応計画
大正噴火から100年以上経過した現在，姶良カルデラ

下のマグマの蓄積は，2020年代には大正噴火が起こる前
のレベルまでほぼ戻ることが推定されており，次なる大
規模噴火に備えて，桜島住民の避難対応はもとより，市
街地側への大量の軽石火山灰の降下・堆積を想定した対
策に，平成29年度から取り組んでいる．

気象研究所による大規模噴火の降灰予測シミュレー
ション結果等によると，東の風の場合，中心市街地に軽
石火山灰が最大1 m堆積するおそれがあり，住民等の生
命だけではなく生活への影響は計り知れないことから，
市街地側の地域をゾーン分けし，噴火前に避難情報発令
対象地域を決め，近隣の市町へ広域避難する大量軽石火
山灰対応計画を令和元年度に策定し，その後も継続して
実効性を高めるための検討を進めている（第1図）．

令和2年度においては，大正噴火時の事例を参考に，
市街地側の避難勧告（※現在は避難指示．以下，同じ）発
令から噴火発生までの30時間以内に住民が広域避難を
完了，または避難勧告の対象地域を離脱できることを目
標に，避難シミュレーションを実施した（第2図）．

その結果等を踏まえ，同計画を見直すとともに，大規
模噴火時の市街地側への大量の軽石・火山灰の降下等の

リスクや，市街地側住民の広域避難の必要性などを掲載
した火山防災リーフレットを令和3年7月に作成し，町
内会や企業の勉強会など，さまざまな集まりで説明を行
う市政出前トークで活用することで意識啓発を図ってい
る．

４．大量軽石火山灰対応に必要な研究・対策
大量軽石火山灰対応計画では，東の風（市街地方向へ

の風）の場合，桜島島内に対する噴火警戒レベル5（警戒
範囲：全島）への引上げ等の状況を受けて高齢者等避難
を発令し，その後，市街地側でも有感地震が発生するな
ど大規模噴火が切迫した状況を受けて避難指示を発令し，
市街地側住民の広域避難等を行うことを想定している．

軽石火山灰の降下の範囲は，風向きの影響を大きく受
けることから，噴火前に地域を限定して避難情報を発令
するにあたっては，大規模噴火が迫った際の噴火の日時
の推定とともに，噴火の一定時間前（直近の大規模噴火
である大正噴火時の事例では，42・30時間前の想定）に
避難情報を発令する根拠となる大量軽石火山灰の降下方
向の推定が必要となる．

また，噴火前の広域避難に際しては，市街地側住民が
大量軽石火山灰の降下によって引き起こされる影響につ
いての理解が不可欠であると考えられるため，避難対象
地域に留まることに対するリスクとなる要素等を専門的
見地から明らかにする必要があるとともに，医療機関等
やむを得ず避難できない施設等におけるハード面・ソフ
ト面の対策を検討する必要がある．

さらに，噴火後においても大量軽石火山灰の降下状況
が把握できれば，道路啓開やライフライン等の重要施設
における降灰除去などに活用し，早期の復旧・復興につ
なげることができると考えられる．



− 54 −

地質調査研究報告　2023 年　第 74 巻　第 1号

以上のようなことについて対応を進めるにあたって，
自治体のみでの研究・対策は困難であることから，防災
関係機関をはじめ，いろいろな機関と連携・協力しなが

ら，今後とも大規模噴火でも「犠牲者ゼロ」を目指して火
山防災対策に取り組んでまいりたい． 

 

東京都区部の 3 次元地質地盤図

都市域の地質地盤図プロジェクト †

（†地質情報研究部門）

産総研地質調査総合センターでは，東京都心部の地下
数十メートルまでの地質構造を可視化する次世代地質図

「3次元地質地盤図～東京23区版～」を作成し，2021年5
月にウェブ公開した（都市域の地質地盤図，https://gbank.
gsj.jp/urbangeol/）．

3次元地質地盤図の作成にあたっては，多数のボーリ
ングデータを用いて，東京都心部の地下の地質構造を3
次元解析した．解析に使用したデータは東京都土木技術
支援・人材育成センターから提供を受けた土木・建築工
事のボーリングデータで，数万地点に及ぶ．また，産総
研は要所で独自にボーリング調査を実施し，地質構造解
析の基準となる詳細な地質データを取得した．この両者
のデータを結びつけることで，信頼性の高い地下地質構
造の解析が可能になった．解析では，産総研のボーリン
グデータを軸として，土木・建築工事のボーリングデー
タへと地層を対比することで地層の境界面を割り出した．
続いて，地層の境界や分布状況を基に，独自開発の3次

元モデリング技術によって地層の3次元形状を明らかに
した．

東京下町の低地の地下には従来から，沖積層と呼ばれ
る軟弱な泥層を主体とする地層が，最終氷期（最盛期は
約2万年前）に形成された谷を埋めるように分布するこ
とが知られていた．今回のボーリングデータの解析によ
り，この沖積層が埋積する埋没谷の3次元形状を，詳細
に描き出すことができた．山の手の武蔵野台地の地下に
ついても，堆積年代や堆積環境などをもとに地層の区分
を見直し，同様の3次元解析を行ったところ，一般に地
盤が固いとされていた台地の地下にも，一部に沖積層に
類似した軟弱な泥層が昔の谷を埋めるように分布してい
ることが明らかになった．この谷は低地の地下の谷より
もさらに古い，14万年前頃の氷期に形成されたもので，
その後の約13万～ 12万年前の間氷期に海が侵入し，内
湾の軟弱な泥層によって埋められた．

3次元地質地盤図に示されるこのような地下の地質地
盤情報は，地震ハザード予測や都市インフラ整備などへ
の活用が期待される．産総研のウェブサイト「都市域の
地質地盤図」では，東京都心部の地下の地層の3次元的
な広がりをパソコン画面上で立体図として，だれでも簡

桜桜島島のの火火山山防防災災対対策策とと大大量量軽軽石石火火山山灰灰対対応応にに必必要要なな研研究究・・対対策策（（児児玉玉64 
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噴火前

避避難難指指示示
発発令令範範囲囲

発発令令地地域域のの住住民民等等はは
鹿鹿児児島島市市外外のの避避難難所所
等等にに避避難難

噴噴火火前前のの避避難難指指示示のの発発令令ののイイメメーージジ

高高齢齢者者等等避避難難
発発令令範範囲囲
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第2図　令和2年度避難シミュレーション結果（避難勧告発令から15時間後の避難状況）
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長長大大活活断断層層のの連連動動性性評評価価のの研研究究（（近近藤藤久久雄雄ほほかか））  82 

 83 

 84 

第 1 図 複数グループの連携による調査研究の枠組み 85 

 86 

 87 

 88 

 89 

 90 

 91 

 92 

 93 

 94 
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 101 

第1図　複数グループの連携による調査研究の枠組み

単に閲覧することができる．また従来の2次元の地質図
ではできなかった任意の箇所の地質断面図の表示も可能
である．

 

長大活断層の連動性評価の研究

近藤　久雄 † ・加瀬　祐子 † ・今西　和俊 † ・
内出　崇彦 † ・椎名　高裕 † ・竿本　英貴 † ・

浦田　優美 †

（†活断層・火山研究部門）

このポスターでは，近藤と加瀬が口頭発表する長大
活断層の連動性評価について，その流れを第1図に示す．
詳細は近藤，加瀬の要旨を参照いただきたい．

複数の活断層やセグメントが連動した場合の地震規模
は，事前に連動範囲を仮定すれば推測可能ではある．一

方で，具体的な発生可能性や発生確率については評価手
法がないのが現状である．この難題に対して，古地震学
的調査による活動履歴の把握，有限要素法解析による断
層モデルの高度化，微小地震解析による詳細な応力場の
推定，動的破壊シミュレーションによる連動性評価とい
う複数分野で取り組んでいる．本シンポジウムの近藤の
発表では，活断層・古地震調査と3次元FEMの断層モデ
ル高度化，引き続く加瀬の発表では微小地震解析と動的
シミュレーションのそれぞれを中心に最近の進展と課題
について報告する．
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産総研における活断層調査研究の進展と課題

活断層評価研究グループ †

（†活断層・火山研究部門）

活断層評価研究グループでは，陸域および沿岸海域に
分布する活断層について，将来の大地震発生予測に資す
るデータの取得を目的として，過去の活動の解明を中心
課題としている．とくに，地震調査委員会が進める主要
活断層帯の長期評価や活断層の地域評価に関する事業課
題を文部科学省から受託し，所内外の研究者と連携して，
継続的に調査を実施している（吾妻，近藤，本講演）．東
北地方太平洋沖地震発生の翌年度にあたる2011年度以
降の10年間で約50断層（帯）について調査を実施し，活
動履歴や平均変位速度など地震発生確率の算出のための
基礎データを着実に取得してきた．調査に際しては，宇
宙線生成核種年代測定など新しい年代測定法や調査手法
を積極的に導入している．一方，これまでの調査では活
動履歴に主眼を置いてきたが，最近発生した内陸の大地
震に伴い出現した地表地震断層のずれによる顕著な被害
を踏まえ，今後は将来の地震発生予測に加えて，地震時
の地表の変形様式や変形の出現位置，規模の予測につい
ても重要な課題として取り組んでいきたいと考えている．

東北地方太平洋沖地震発生後，国内では，2011年福島
県浜通りの地震，2014年長野県北部の地震および2016
年熊本地震などの活断層による甚大な被害を伴う大地震

が発生した．産総研ではこれらの地震について，活断層
評価研究グループが中心となり緊急現地調査を実施して，
地表地震断層の出現状況の確認，ずれの量の計測，被害
と地表地震断層や地形・地質との関係の検討などを行
なった．調査結果は，地震調査委員会へ資料提供すると
ともに，GSJウェブサイト等で速やかに発信した．内陸
地震で実際に出現した地表地震断層の全体的な特徴を解
明することは，自然および人的作用により位置や分布が
不明確な活断層の活動像を推定する上で重要である．活
断層評価研究グループでは，将来被害を伴う内陸の大地
震が発生した際には，これまで同様に発生直後に現地調
査を実施する体制を維持していく所存である．

活断層の調査・研究結果は，活断層データベースに
収録している（吾妻，本講演）．活断層データベースは，
2005年の公開以来，全国の活断層調査研究成果を網羅的
に収集・収録し，速やかな更新・公開に努めている．活
断層データベースでは，専門家向けに「起震断層・活動
セグメント」の各パラメータ，調査地点や各調査地点で
取得された情報を充実させるだけでなく，活断層図に気
象庁の地震情報を表示したり，産総研内外の関連情報の
ウェブサイトと相互にリンクしたりするなど，幅広く活
用していただくことを念頭に改善を続けている．その一
環として，活断層データベースで表示する活断層図を，
これまでの縮尺20万分の1程度から縮尺5万分の1程度
に大縮尺化することを目指している．

物理モデルに基づく大地震の規模・時期予測手法
の確立に向けて　

地震テクトニクス研究グループ †

（†活断層・火山研究部門）

内陸大地震の従来の規模・時期の予測は，活断層の活
動履歴，地表断層の長さに基づき，経験的手法により行
われている．しかし，活動履歴の情報については，ばら
つきや決定精度が数百年程度と大きく，防災策定等，社
会が求めるものとは乖離している．また，規模の予測に
おいても，隣接する断層の配置関係を基にした経験則に
より連動して破壊しうる活断層の最大長を推定している
が，破壊が連動して規模が大きくなるか，途中で停止す
るかを，現状では正確に決定することはできない．この
ように，防災策定等の課題に対し，従来の経験的な手法
には限界がある．地震の規模・時期の予測という社会課
題の解決に向けて，従来の経験的手法だけではなく，断
層に働く応力の蓄積過程など，物理モデルに基づく規

模・時期予測手法の確立が必要である．活断層・火山研
究部門・地震テクトニクス研究グループは，断層のレオ
ロジー等を含む地震発生の物理に基づいた，大地震の規
模評価ならびに切迫度評価の手法開発を行うことで，こ
の社会課題解決に貢献したい．

当研究グループは，断層岩の地質調査，室内岩石変形
実験，数値シミュレーション，地震観測・解析を専門と
する研究者により構成されている．地震が発生する場や
発生にいたるプロセスを解明することを共通の研究課題
とし，得られた成果を総合的に検討し，断層に働く応力
の蓄積から破壊の進展過程などの物理モデルに基づく規
模・時期予測手法の確立を目指している（今西，2014）．

最近の成果では，地殻深部から地表付近までの断層運
動を記録する中央構造線の詳細な調査により，大地震発
生域である脆性塑性遷移領域とその下部での差応力が
200MPaもあったことを明らかにした（Katori et al., 2021）
ことや，深層学習を用いたP波初動極性の自動検出によ
り，日本列島内陸部で発生した11万個もの大量の小地震
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の震源メカニズム解の推定を実現し，日本列島に働く背
景応力場の分布を稠密に示したこと（Uchide, 2020）など
が挙げられる．また，実験室での断層岩の強度測定，応
力の増加に自発的不安定変形への移行過程の再現実験室
や，日本列島内陸部の3次元地震波速度構造の解明なら
びに背景応力場の空間変化の成因についての研究，さら
には，空間非一様な応力・摩擦下での断層破壊の開始・
停止の条件や，連動型巨大地震への成長の条件を明らか
にするための数値シミュレーション研究など，地震発生
の物理過程を明らかにするための研究を実施している．
本発表ではこれら我々の取り組みについて紹介する．

参考文献
今西和俊（2014）地震テクトニクス研究グループの研究紹

介．GSJ地質ニュース，3，100–101.
Katori, T., Shigematsu, N., Kameda, J., Miyakawa, A. and 

Matsumura, R. (2021) 3D fault-zone architecture across 
the brittle–plastic transition along the Median Tectonic 
Line, SW Japan: Fault-rock characterization. Journal 
of Structural Geology, 153, 104446. doi:10.1016/
j.jsg.2021.104446

Uchide, T. (2020) Focal mechanisms of small earthquakes 
beneath the Japanese islands based on first-motion 
polarities picked using deep learning. Geophysical 
Journal International, 223, Issue 3, 1658–1671. 
doi:10.1093/gji/ggaa401

 

産総研の南海トラフ巨大地震観測ネットワーク 
ーゆっくりすべりの観測と気象庁による常時監視

への貢献ー

地震地下水研究グループ †

（†活断層・火山研究部門）

産総研では，南海トラフ巨大地震の予測研究の鍵とな
る「ゆっくりすべり」や観測に用いるひずみ計，気象庁へ
の貢献をわかりやすく解説するためにビデオを作成した．
ビデオの内容は以下の通り．
・ 南海トラフ巨大地震の発生のメカニズムとゆっくりす

べりとの関係について
・ ゆっくりすべりを観測する「高感度ひずみ計」を地質標

本館にある展示用ひずみ計と現場におけるひずみ計の
設置写真によって解説

・ ひずみ計のデータをリアルタイムで格納するサーバと

ゆっくりすべりの解析数について
・ 産総研のひずみ計の南海トラフ沿岸での分布，および

2020年6月に開始した気象庁による産総研のひずみ計
を用いた常時監視について
地質標本館では，産総研の南海トラフ巨大地震観測

ネットワークを解説する展示を今春にリニューアルした
（活断層・火山研究部門，2021）．パネル展示による観測
方法などの解説とともに，実際のひずみ観測で使ってい
る「高感度ひずみ計」のデモ機を展示している．機会があ
ればご覧いただきたい．

参考文献
活断層・火山研究部門編（2021）地質標本館の展示リ

ニューアルのご紹介：南海トラフ巨大地震の短期予
測，IEVGニュースレター，8，2号，4．

 

東京湾にも津波は来る

海溝型地震履歴研究グループ †

（†活断層・火山研究部門）

海溝型地震履歴研究グループでは，日本列島各地で地
形・地質や歴史記録の調査により過去数千年以上におよ
ぶ海溝型巨大地震の履歴を解明している．その1つとし
て，相模トラフ沿いにおける調査研究結果とそのアウト
カムとなる国や自治体の防災施策における利活用事例に
ついて紹介する．

相模トラフ沿いでは，歴史的に1923年大正関東地震や

1703年元禄関東地震などの巨大地震が過去から繰り返し
発生している．これらの地震は，強い揺れをもたらすだ
けでなく，実は大きな津波を発生させ，関東地方沿岸域
を襲っていた．津波の到達は東京湾においても例外では
ない．例えば1703年元禄関東地震による津波の高さは，
歴史記録の記述から，東京湾奥で場所により2 m程度と
推定されている（羽鳥，2006など）．

元禄関東地震のように江戸時代以前は器械による観測
記録が存在しないので，歴史記録の記述が貴重なデータ
となる．しかし歴史記録のみでは，被害を受けた場所
やそこでの事象に関する情報は限定的である．このた
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め，沿岸部の地形や地質を調査することで津波や地殻変
動について定量的に評価することが重要である．元禄関
東地震による突発的な隆起で離水した海岸地形や生物
遺骸を調査した結果，房総半島の南端で6 m程度の隆起，
中部で1 m程度の沈降があったことが明らかになった（宍
倉，2000）．

これらの隆起や沈降のデータと，九十九里浜に浸水し
た津波の情報をもとに，相模トラフから沈み込むフィリ
ピン海プレートとその上盤の陸側プレートがどのように
動いたかを示す断層モデルを構築した（行谷ほか，2011）．
元禄関東地震の影響を大きく受けた東京都や千葉県，静
岡県などでは，この断層モデルを活用し，コンピュー
ター上で津波をシミュレートすることで，津波浸水想定
やそれに基づいたハザードマップの作成などの防災施策
を実施している．例えば東京都が行った津波被害想定で
は，港区・中央区・江東区で津波の高さが2.5 mにも及
ぶと推定されている．

このような地震と津波は将来再び起こると考えられる
が，隆起した地形と堆積物を詳細に調べると，関東地震
が200–400年程度に一回発生していることもわかってい

る（Shishikura，2014など）．この情報は政府の地震調査
研究推進本部による海溝型地震の長期評価において，発
生確率の算定根拠にもなっており，長期的な発生予測に
も貢献している．

参考文献
羽鳥徳太郎（2006）東京湾・浦賀水道沿岸の元禄関東

（1703），安政東海（1854）津波とその他の津波の遡
上状況，歴史地震，21，37–45．

行谷佑一・佐竹健治・宍倉正展（2011）南関東沿岸の地殻
上下変動から推定した1703年元禄関東地震と1923
年大正関東地震の断層モデル，活断層・古地震研究
報告，11，107–120．

宍倉正展（2000）離水海岸地形からみた1703年元禄関東
地震における房総半島の地殻上下変動，歴史地震，
16，113–122．

Shishikura, M. (2014) History of the paleo-earthquakes along 
the Sagami Trough, central Japan: Review of coastal 
paleoseismological studies in the Kanto region. Episodes, 
37, 246–257. doi:10.18814/epiiugs/2014/v37i4/004

 

火山噴火履歴調査と火山活動の時空間分布把握の
ための K–Ar，Ar/Ar 年代測定の高精度化・高効率化

火山活動研究グループ †

（†活断層・火山研究部門）

火山活動の履歴を解明することは地質学的な時空間ス
ケールでの火山活動の特性を把握することに役立つだけ
ではなく，火山地域における防災，減災対策にとって重
要な基礎情報となる．活動的な火山について高い分解能
での噴火履歴を得るために，従来測定が困難だった若
い（数万～数十万年前）岩石試料を対象としたK–Arおよ
び 40Ar/39Ar年代測定システムの開発と性能評価を実施し
ている．九重火山及び蔵王火山の比較的若い岩石試料を
対象に，産業技術総合研究所で測定した感度法K–Ar年
代とオレゴン州立大学Ar年代学研究室において測定した
40Ar/39Ar年代を比較研究した．若い試料の年代を測定し
ようとするときには岩石生成時に含まれるArの初生値の
補正の影響が大きく現れる．また，感度法K-Ar年代測定
では，初期Ar同位体の質量分別を補正することで，特に

若い（<0.5 Ma）試料に対してより正確な年代値を得るこ
とを強みとしているものの，その若い試料では，補正の
ための 38Ar/36Arの誤差や大気混入率が大きくなることに
より年代値の誤差が大きい．一方，40Ar/39Ar年代測定では，
インバースアイソクロンを用いて初期Ar同位体を評価可
能であるが，初期値を補正せず，より誤差の小さいプラ
トー年代のみが用いられることもある．比較研究で得ら
れたデータについて補正の有無や試料の層序関係に基づ
き検討した結果，年代算出における補正法について，よ
り正確な年代値を得るためには初期値補正が重要である
ことを確認した．現在は白山火山，御嶽火山，秋田焼山
試料等を対象としたK–ArとAr/Ar年代測定による高い分
解能での噴火履歴復元に取り組んでいる．またガラス質
火山噴出物や火山灰試料の年代測定結果の信頼度評価手
法の確立についても成果が出ており，多様な火山噴出物

（溶岩，軽石，火山灰等）の幅広い年代レンジ（特に数千
年～数万年前）について，世界トップレベルの高精度年
代データを生産するラボを確立しつつある．
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噴火発生や活動推移の予測に向けた火山現象の 
モデル化

マグマ活動研究グループ †

（†活断層・火山研究部門）

噴火による災害を軽減し，災害に強い社会を作ってい
くためには，どのような規模・様式の噴火が生じ，それ
が時間とともにどのように推移するかを的確に予測す
る事が重要である [https://unit.aist.go.jp/ievg/group/magma/
index.html （閲覧日：2022年3月22日）]．近年の観測機器
の発達・充実により，噴火前兆現象を検知した例は増え
たが（例えば有珠火山2000年噴火），噴火の様式やその変
化を予測する事は未だ非常に困難である．そのため，過
去の噴火を調べて噴火開始過程や推移の特徴を明らかに
すること，そして噴火様式や推移過程を支配している物
理化学過程を明らかにすることが，火山活動の推移予測
を実現するために必要である．

マグマ活動研究グループでは，火山噴出物の地球化学
的・岩石学的分析，火山ガス・電磁気・地殻変動の観測
や室内・数値実験など様々な研究手法を用いて火山現象

のモデル化の研究を進めることにより，噴火活動推移予
測手法の開発を目指している．

本発表では，以下の研究の紹介をする．
1） 内熱式ガス圧装置を用いて地下深部（数km ～ 30 km）

の高温高圧条件におけるマグマの発生・貯留・上昇過
程を実験的に再現し，噴火過程の理解と予測に貢献

2） 火山岩の岩石学的解析や微小領域化学分析を行い，噴
火に関与したマグマの物理・化学的特徴（化学組成・
温度・圧力・結晶量・密度等）を明らかにし，マグマ
供給系の実態とマグマの上昇・噴火過程の解明を推進

3） Multi-GAS (携帯型噴煙組成観測装置) を用いた火山ガ
ス組成の繰返し観測・連続観測や，紫外分光法を用い
た火山ガス放出率の遠隔観測による，脱ガス過程や噴
火発生機構のモデル化に関する研究と最新の成果（桜
島，霧島硫黄山などの事例）

4） 熱学的・電磁気学的観測，数値シミュレーションによ
る，マグマの放熱過程やマグマ−熱水系の形成メカニ
ズムの研究（阿蘇カルデラの高密度電磁探査3次元イン
バージョンと伊豆大島火山の自然電位変動観測の事例）

 

大規模噴火データベース・噴火推移データベース
から読む大規模噴火の推移と前駆活動

大規模噴火研究グループ †

（†活断層・火山研究部門）

VEI 5 ～ 8クラスの大規模火山噴火では，大規模火砕
流や降下テフラ等により火山周辺地域から数1,000 km離
れた地域まで被害が及ぶ可能性がある．このため，過去
の大規模噴火の推移，長期的・短期的前駆活動について
詳細を明らかにすることは，火山防災の観点からも重要
である．大規模噴火の推移，長期的・短期的前駆活動に
は，様々な多様性が見られ，必ずしも一様のシナリオを
辿るわけではない．そこで，産総研地質調査総合センター
では，大規模噴火による噴出物の特徴，噴火推移，長期
的・短期的前駆活動，後カルデラ火山活動を取りまとめ，
大規模噴火データベースとして公開するプロジェクトを
数年前から進めている．ここでは，本プロジェクトの内
容と構築中の大規模噴火データベース，噴火推移データ
ベースについて紹介する．

大規模噴火データベースでは，これまでに，18の大規
模噴火について，各噴火の短期的・長期的前駆活動，本
噴火の推移，後カルデラ活動の詳細を取りまとめている 

（西野ほか，2019；金田ほか，2020）．大規模噴火に至る

直前（5,000年間）に着目すると，12の噴火で堆積物とし
て残る噴火活動が認められた．大規模噴火に至る直近の
活動は，（1）火砕噴火（降下火砕物，火砕流の噴出），（2） 
珪長質溶岩の流出に大別でき，多くがVEI 4以下と小規
模な傾向にある．一方，長期的（50,000年間）に見ると全
噴火中16噴火で何らかの噴火活動が認められた．これら
の前駆的活動は，平均噴出率の変化から増加，一定，減
少の3タイプに細分できる．また，長期的前駆活動の噴
出量は，大規模噴火のそれと反比例する傾向にある．つ
まり，大規模噴火に至るまで，長期的に噴出量が高かっ
た火山に比べ，低い噴出量の火山の方が，より大きな大
規模噴火を発生させる可能性が高い．構築中の大規模噴
火データベースのウェブサイトでは，各大規模噴火の長
期的前駆活動，短期的前駆活動，本噴火の推移，後カル
デラ噴火活動を自在に閲覧，検索できるようになる予
定である（第1図）．各大規模噴火の主要噴出物の分布は，
WebGIS機能によりサイト上で拡大縮小しながら閲覧で
きる．降下テフラ，大規模火砕流の分布，カルデラ縁の
形状はGIS化を行い，システム上で分布を表示できるよ
うになっている．

噴火推移データベースでは，国内外のプリニー式噴火
の推移について，前兆現象，噴火開始イベント，プリニー
式噴火の推移，イベント一覧，活動推移，降下テフラや
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第2図　噴火推移データベース．ピナツボ火山1991年噴火の噴火推移を示す．

火砕流堆積物の分布，参考文献を取りまとめている（第2
図）．また，7日間，90日間，3年間，200年間の活動度
と活動推移の内容について，図を使い分かりやすく表示
している(下司ほか，2020，2021）．ここでは，これまで
に23の噴火を取り上げている．噴火推移データベース
においては，コンパイルした大規模噴火は減衰型・多峰
型・エスカレート型の3種類に大別される．減衰型と多
峰型は過半数で高強度噴火の開始からクライマックスに
至るまでの時間が１時間以内と非常に短く，結果として
短時間で終息するため規模もVEI 4程度にとどまる事が
多い．一方，エスカレート型はVEI 5~6クラスの噴火の
多くが属し，月～年単位の前駆的活動ののち，最大100
時間程度の高強度噴火によりその大規模な噴出が発生す
る．したがって，長い前駆的噴火活動を伴ったのちに起
こる高強度噴火と，始まって数時間以内にピークを超え
ない高強度噴火は，より大規模に発展する危険性が高い
といえる．このことは噴火推移のリアルタイム評価が防
災上の意思決定に決定的に重要であることを意味する．
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